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研究要旨

1

研究目的
我が国は、少子高齢化による人口動態、疾病構造の

変化、臓器移植の推進などにより献血液の需要が一段と
高まると予測される。他方、若者の献血離れが指摘され、
将来の高まる需要に見合った献血の確保は極めて重要
である。我々が行った将来推計でも需要に対する供給

は大きく不足すると予測された。また、昨今、問題となっ
た HIV 感染事例を考えれば、安全な献血液の確保のた
めの方策の強化も必要である。すなわち、需要に見合っ
た安全な献血液の確保のために有効な献血推進策の実
施が今後も必要と考えられる。本研究では限られた資
源で有効な普及啓発方法を明らかにする。安全な血液

我が国は、少子高齢化による人口動態、疾病構造の変化、臓器移植の推進などにより献血液の需要が一段と高まると
予測されている一方で、若者の献血離れが指摘され、将来の需要に見合った献血液の確保は極めて重要である。当研究班
では、これまで、主に次の成果を示した。１）将来推計人口に基づく献血本数の需要とマルコフモデルを用いた献血本数
の供給につき、それぞれ将来推計を行い、２０２３年に７３万本が不足すると推定した。２）献血者の詳細なデータ解析
から献血行動に影響を与える因子につき検討を行い、初回献血、２回目以降の献血に繋がる動機や阻害因子などを明らか
にした。３）献血推進の啓発施策の有効性についての検証から、献血推進プロジェクト Love in Action は実施月で０．８％
という統計学的有意な増加をもたらしていた。４）受血者へのアンケート調査から献血の意義を再認識し、大学生等への
献血に関する意識調査から献血推進の課題が明らかになった。５）海外での献血行政の実状や献血推進施策に関する知見
から、わが国にも有益な情報が多く得られた。今年度、われわれは、これまでの研究成果を踏まえた上で、献血推進のた
めに効果的な普及啓発方法に関する研究を継続すると共に、新たに安全対策の意義を含めた献血教育に取り組む研究を
行った。具体的に次の４研究を中心に取り組んだ。研究 I. 効果的普及啓発方法に関する研究では、インターネットを用い
て、献血に関する種々の啓発活動の認知度や献血の意識調査結果を分析し、献血推進に繋がる要素の抽出を試みた。研究
II. 献血教育研究では、近年の献血推進策により若年層の人口あたり献血者数の低下傾向は何とか阻止できているかにも見
えるが、献血教育も含めた新たな取り組みも必要と考えられる。複数の地域での若者を対象とした献血に関する意識調査
を行い、献血推進支援モデルを計画する。研究 III. 安全な献血に関する情報提供方法の研究では、献血の安全対策は提供
された献血液についての血液媒介感染等の検査技術の改良と検査体制の充実が必要ではあるが、献血者のウインドウ期の
問題は完全には避け得ないのが現状と言わざるを得ない。献血時の問診に加え、献血者の安全な献血についての事前の理
解と認識が重要と考え、ハイリスク層を対象とした実態の把握と、安全な血液についての情報の伝達方法につき検討を進
める。研究 IV. 海外の実態調査に関する研究では、今年度は国情が日本に類似した国を選択して、研究対象国の高齢化な
どの社会的課題、それと対峙する血液事業の現況、献血推進方策や献血教育、社会において血液事業の認知度を上げるた
めの対策などを調査した。これらの研究から、我が国の献血事業の推進に寄与するための最適な解決策を検討する。なお、
いずれの研究も日本赤十字社と協力体制を築いて行った。
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については、ハイリスク層の実態を把握し有効な対策
を提示する。若年層の献血液の確保のための献血教育
についても検討を行う。さらに海外で我が国に実状が
類似した国での献血推進策を調査し我が国の献血推進
に役立てる。これらを目的に研究を実施する。

研究方法
本研究班の今年度の主な研究方法を以下に記す（括

弧内は研究分担者）。
研究１　献血行動推移確率（平成 26-27 年度）に基づ
く献血者数および献血本数に関する将来推計の試み

（田中純子）　
１）性・年齢別にみた献血行動推移確率を平成 26

年度、平成２７年度の全献血のべ 9,874,047 本を対象
に、性・年齢（1 歳刻み）別に初年度から次年度への
献血回数（0 回、1 回、2 回以上）の人数の変化を集計
し、推移確率（ある状態からある状態へ移り変わる確率）
を算出した。２）献血本数の将来推計については、初
年度の性・年齢（1 歳刻み）別献血回数別人口と当該
年齢の推移確率から次年度以降 10 年間の推定献血者数
を算出し、それに年齢別平均献血回数をかけることに
よって推定献血本数を算出した。さらに推定献血本数
を性・年齢階級（10 歳階級）別に再集計し、比較・検
討を行った。

研究２　供血者の実情調査と献血促進および阻害因子
に関する研究（井上慎吾）　

献血推進広報効果調査インターネット調査として、
全国の 16 歳から 69 歳の男女 6,194 人を対象にアン
ケート調査を実施した。調査項目は、献血行動につい
てと 2015 年度の広報施策認知度について質問し、献
血の促進及び阻害因子に関する分析を行った。

研究３　輸血液の需要と献血教育に関する研究
（秋田定伯）　

長崎大学医学部保健学科（看護科、理学療法科、作
業療法科）学生を対象にアンケート調査を実施した。
調査項目は、性別、年齢、学科、学年、献血経験回数、
献血経験者に対する初回献血年齢、献血場所、情報入
手方法、献血しようと思った動機、献血を敬遠するか
否かの確認とその理由、現状の献血状況、他人へ献血
を勧めるか否か、はたちのキャンペーンの周知度、献
血キャラクター　けんけつちゃんの認知度、献血広報
活動への参加意思の有無などの選択記載等とし、

更に痛みに対する許容度や、特に献血を敬遠する理
由としてあげられた時間制約や、痛みの実際と許容に
ついては範囲を例示し、更に、輸血に対する意見、献
血に対する意見は自由記載とした。

研究４　献血推進に向けた研修方法に関する研究
（松田清功）　

平成 27 年度全国学生献血推進実行委員会（1 回）、
平成 28 年度同委員会（3 回）において企画、立案、検

証、引き継ぎを行い、全国学生献血推進代表者会議（1 
回）において企画の説明及び承認を得た。それを受けて、
実施には日本赤十字社が支援し、本研究では、その内
容を評価した。
研究５　献血推進の為の効果的な広報戦略等の閲覧に
関する研究（林清孝）　

エフエム大阪の放送の中で、毎週火曜日の夜 9 時 30
分に近畿大学、大阪産業大学、大阪福祉大学のガクス
イメンバーによる大阪 12 の献血ルームにインタビュー
内容を流す番組や、毎週金曜日の夕方 6 時 30 分には
番組「愛ですサークル」として、各血液型の備蓄状況
を、天気予報風に伝える「献血予報」を実施し、日本
赤十字社の御堂筋献血ルームでライブイベントの実施
にあわせた献血の体験を呼びかけています。一方、各
献血ルームで展開する各種サービスやイベント情報を
知らない人が多い事がインタビューなどで明らかにな
り、献血推進する側の種々の催しや試みを番組と連動
して伝えるためのネットを使った手法の検討を進める。

研究６　若者の献血行動を促進する効果的な教育プロ
グラムに関する研究（大川聡子）　

大阪府の二つの大学の学生に対し長崎大学のアン
ケート調査様式を基本として献血への意識、献血に関
する知識等について無記名自記式質問紙調査を実施し、
結果を分析した。
研究７　HIV 感染ハイリスク層への情報伝達方法及び
意識調査の研究（生島嗣）

前年度に実施したパイロット調査を基に質問紙を作
成し、MSM を対象としたインターネット上での無記名
自記式質問紙調査を行った。得られた回答数は 2,526 
件で、有効回答は 2,286 件であった。基準に該当した
2,026 件を分析対象とし、年齢層を区分し、回答者の
属性、HIV 検査行動、HIV 感染自己評価・性感染症既往、
HIV の学習歴・身近さ、性行動、献血学習歴・身近さ、
献血行動、献血知識・制限事項について、記述的分析
を実施した。なお、分析には、IBM SPSS Statistics 23.0 
- Mac OS を用いた。
研究８　海外における献血推進の実状と効果的な施策
のあり方に関する研究（河原和夫）　

ドイツ赤十字社、血漿分画製剤製造会社 CSL 等を訪
れての資料収集や担当者への聞き取り調査を行った。

（倫理面への配慮）
研究の実施にあたっては、人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針を遵守した。研究対象者に対する
人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対す
る不利益、危険性の排除に留意し実施にあたっては、
対象者への分かりやすい説明を行いながら十分な理解

（インフォームドコンセント）を得る事とした。MSM
を対象とした研究や、個人情報を含むデータを扱う研
究では施設の倫理委員会の承認を得た後に実施した。
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研究結果
主な結果を次ぎに記す。研究 I. 献血推進の普及啓発

活動が献血実績に与える影響に関し、本年度は年齢や
出生年を考慮した献血本数の推移の解析を行った。阻
害要因関連の調査・分析のため、①献血推進広報効果
調査（一般の方対象）の実査、②「献血推進 2014」及
び「献血推進 2020」への取り組みに係るアンケート調
査の調査・分析を行った。献血行動にはコホート効果
が含まれる可能性が示唆された。研究 II. 献血を敬遠す
る理由についての調査結果から。若年からの献血経験
が献血の制度理解と積極的参加に繋がっている事が示
唆された。今年度は、これまでの研修会の評価に基づき、
全国学生献血推進実行委員会学生を対象とした研修会
を実施し、献血推進啓発活動を展開するための研修セ
ミナーのスキル向上等を図った。献血初体験者の増加
のため、高校生の音楽イベント、Ustream 等での配信、
番組内の血液型不足情報の放送、ガクスイメンバーか
らの呼びかけ、スマホのアプリ開発等を提案した。長
崎大学に加え大阪府の大学の大学生を対象にアンケー
ト調査を実施し、結果を解析した、研究 III. 平成 27 年
度に実施した半構造的聞き取り調査に基づき設定した
設問を用い、平成 28 年度はスマートフォンを利用す
るゲイ向け出会い系サイト上でアンケート調査を実施、
2526 名の回答を得た。その途中解析から、生涯の HIV
受検割合は高く、献血を HIV 検査の代わりに用いたと
いう献血経験者は 4.5%で、むしろ社会貢献としての意
味づけが多い事が示された。約半数が集団献血の経験
があったが、コールバックを知っていた者は約 3 割に
留まった。研究 IV. 世界各国の血液事業の中で、国情が
日本に類似する国を選択し献血推進方策や献血教育の
実態を調査して、わが国の献血事業の推進に寄与する
ための最適解を検討した。インターネットによる文献
収集、学会資料による収集、そしてベルギー王国と台
湾（中華民国）に続き今年はドイツを訪問調査した。

考 察
以前の研究から、献血推進プロジェクト Love in 

Action は実施月で０．８％の増加をもたらしていたが、
将来予測からは特に若年層を中心とした献血行動の推
進が必要と考えられている。そのためにも、今回分析
したインターネットを用いた全国調査結果を十分に検
討し、献血推進施策の立案が重要と考える。例えば、
認知率の高い「はたちの献血」が献血行動に必ずしも
直結していない傾向があった一方で、Love in Action は

「献血会場に行った」率が 13％で最多であったし、献
血行動に繋がったのは、DVD（「『献血ドキュメンタリー
ムービー「エール」』、『ありがとう！っていっぱい言わ
せて ( アンパンマンのエキス )』」）等であった。献血推
進には献血の認知率を高める必要はあると考えられる
が、献血行動を後押しする啓発あるいは啓発資材の開
発も有効である事を意味していると考えた。同調査か

ら、献血に言っても献血できなかった者が少なからず
居たことも示され、そのタイミングは、男性が問診の
段階で、女性は検査の結果（貧血、体重など）であっ
た事が示された。MSW 向けのアンケート調査結果とあ
わせて考えても、献血者が献血前に献血の制限項目内
容について、ある程度知っておけば、献血ができた可
能性もあり、広く知らせる必要があると考える。若年
者に向けた献血推進方策として日本赤十字社の学生献
血推進ボランティア組織の自主的活動と大学学生への
献血教育の推進は、献血セミナーの実施と共に若者へ
の献血推進に期待できると考えられた。長崎大学や大
阪府の大学の学生を対象としたアンケート調査からは、
献血を敬遠するとか、家族に勧めないという傾向が一
定の割合で示され、その理由を明らかにする事は献血
推進に役立つと考えられる。今回は実施出来なかった
が、献血推進の新しい手法として個別対応も可能であ
り、その効果が期待されるマルチメディア放送による
地域密着型の広報（V-Low）i-dio が導入されれば、是非、
実現に向け検討を進めたい。海外の献血推進の情報に
ついては、今年度は、ドイツ連邦に焦点を当て現地調
査し有益な情報が得られた。２年間の献血本数の詳細
な解析から、田中純子らはある年齢層の世代（コホー
ト）が献血推進に大きく貢献している可能性が示され、
この解析結果は今後の献血の推定あるいは献血推進戦
略にとっても重要な所見と考える。今回、生島嗣らは
MSWM を対象とした献血行動に関するウエブ調査を実
施した。今回の限られた調査で「生涯で HIV 検査の代
わりに献血をした」と回答者は 4.5%であり、多くは献
血の動機が社会貢献であった。調査結果からは集団献
血が比較的多いことと、コールバックシステムを知ら
ない者が少なからずおり、献血に関する制限事項など
の周知が必要と考える。

結 論
今年度は献血推進と献血教育方策に関する研究を実

施し、多くの知見を得た。次年度はさらに研究を深め、
必要であれば提言を纏めたい。

本研究には多くの方々が参加された。研究分担者、
研究協力者、アンケート調査に回答頂いた方々、その他、
研究の遂行に協力頂いた方々に、この場を借りて感謝
の意を表します。
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